
2021年7月5日

おきぎん証券フィデューシャリー・

デューティーに関する取組状況

～地域社会のレジリエント且つサステナブルな成長の実現へ～
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おきぎんグループ※は、公表した「おきぎんフィデューシャリー・デューティー基本方針」のもと、
⾦融商品の販売などお客さまの良質な資産形成に向けたアクションプランを定めました。
お客さまのニーズに沿った分かりやすい情報提供、共通価値の創造が可能な人材育成
によるコンサルティングを実践し、その取組状況を公表してまいります。

※ 本取組方針の対象となるグループ会社︓株式会社沖縄銀⾏・おきぎん証券株式会社

「顧客本位の業務運営にかかる原則」に基づく
おきぎんグループの基本方針 原則

1. お客さまのニーズに沿った利益の追求 2
2. お客さまの利益を守る利益相反の適切な管理 3
3. お客さま目線に⽴った⼿数料等の明確化 4
4. お客さまのニーズに沿ったサービスの提供・情報提供の充実 5・6
5. お客さまのニーズに沿ったアフターフォローの充実 6
6. お客さまの声を業務運営に活かす取組みの確保 6
7. お客さまの利益を守る業績評価体系や研修体制の整備 7
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①運⽤損益別お客さま⽐率（2019年3月末・2020年3月末・2021年3月末）共通KPI
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②投資信託預かり残高上位20銘柄の『コスト・リターン』・『リスク・リターン』（2021年3月末現在）
コスト・リターン

リスク・リターン

共通KPI

（外国製を除く）2021年3⽉末現在預り残⾼上位２０銘柄（設定後５年以上）
基準⽇時点の販売⼿数料率（消費税込み）の1/5と信託報酬率（同左）の合計値。販売⼿数料率は、目論⾒書上の上限ではなく、当社取扱い時の
最低販売⾦額での料率。信託報酬率は、目論⾒書上の実質的な信託報酬率の上限（その他の費⽤・⼿数料は含まず）
過去５年間のトータルリターン（年率換算）。騰落率算出の際に⽤いる基準価額は分配⾦再投資後（税引前）の基準価額を使⽤。
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コスト・リターン

リスク・リターン

③投資信託預かり残高上位20銘柄の『コスト・リターン』・『リスク・リターン』（2020年3月末現在）共通KPI

（外国製を除く）2020年3⽉末現在預り残⾼上位２０銘柄（設定後５年以上）
基準⽇時点の販売⼿数料率（消費税込み）の1/5と信託報酬率（同左）の合計値。販売⼿数料率は、目論⾒書上の上限ではなく、当社の取扱い時の
最低販売⾦額での料率。信託報酬率は、目論⾒書上の実質的な信託報酬率の上限（その他の費⽤・⼿数料は含まず）
過去５年間のトータルリターン（年率換算）。騰落率算出の際に⽤いる基準価額は分配⾦再投資後（税引前）の基準価額を使⽤。
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コスト・リターン

リスク・リターン

④投資信託預かり残高上位20銘柄の『コスト・リターン』・『リスク・リターン』（2019年3月末現在）共通KPI

（外国製を除く）2019年3⽉末現在預り残⾼上位２０銘柄（設定後５年以上）
基準⽇時点の販売⼿数料率（消費税込み）の1/5と信託報酬率（同左）の合計値。販売⼿数料率は、目論⾒書上の上限ではなく、当社の取扱い時の
最低販売⾦額での料率。信託報酬率は、目論⾒書上の実質的な信託報酬率の上限（その他の費⽤・⼿数料は含まず）
過去５年間のトータルリターン（年率換算）。騰落率算出の際に⽤いる基準価額は分配⾦再投資後（税引前）の基準価額を使⽤。



7

① 預かり資産残高
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② 販売ファンドの属性

2020年度

2019年度
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⼿数料に関しましては⾦融商品のご提供に際して、契約締結前交付書⾯や目論⾒書等
を⽤いて、お客さまの理解度に応じてできる限り分かりやすく丁寧な情報提供へ努めてまい
ります。
また、⼀部商品・サービスの⼿数料については、当社ホームページでもご確認いただけます。

≪ホームページ≫ ≪目論⾒書≫
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⾦融リテラシー向上、貯蓄から投資への流れをお客さまにご理解いただくことを目的に
資産運⽤セミナーを継続的に開催いたします。おきぎん証券と連携し、お客さまの⾦融
知識・経験・財産の状況やニーズに合った最適な情報・商品の提供を⾏ってまいります。
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⾦融リテラシー向上に向けた施策

⾦融リテラシー向上、貯蓄から投資への流れをお客さまにご理解いただくことを目的に
資産運⽤セミナーを継続的に開催いたします。沖縄銀⾏と連携し、お客さまの⾦融 知
識・経験・財産の状況やニーズに合った最適な情報・商品の提供を⾏ってまいります。

2019年度より「金融リテラシー
向上に向けた施策」を対象
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お客さまの預かり資産の状況（保有残⾼・評価損益等）や市場環境等をご説明し、
ご不安の解消及び今後の運⽤方針等をご相談させていただくため、⼀定の基準を設
け実施しております。

集合研修、また、ｅラーニングやweb研修などを通じて、お客さまの⽴場に⽴った商品・
サービスの提案を⾏える研修体制を整備してまいります。また、業績評価体系についても
お客さま本位の業務運営を⾏えるよう整備してまいります。




